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２．はじめに

福島第一原子力発電所の事故を拡大させた最大の要因
は、地震発生後の津波の襲来により、すべての電源が
枯渇した、いわゆる全電源喪失の状態になったことが大
きいと考える。

そこで、今回は、深層防護実装における課題と解決の方
向性（設計）を論じるうえで、全電源喪失に焦点をあてて
纏めてみた。

全電源喪失発生の防止と発生後の早期の収束対応およ
び環境保護の観点から、深層防護の各層において、そ
の対処法について、主に設計（ハード対応）を中心とした
対策を論じることとする。
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非常用電源設備（非常用Ｄ/Ｇ）室他

３. 津波襲来時の建屋進入イメージ
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４． 深層防護各層の対処方法について

 深層防護（第１層）の対処法

・防潮堤の設置

・海水系ポンプの長尺化

・海水系ポンプ室のドライサイト化またはポンプ室からの漏洩防止

 深層防護（第２層）の対処法

・建屋内への浸水防止（水密扉の設置）

・建屋内各エリアの早期漏洩検知（漏洩検出器の設置）

 深層防護（第３層）の対処法

・代替の電源設備の設置（（恒設または可搬設備）

・直流電源強化・計測制御用電源強化

 深層防護（第４層）の対処法

・炉心注水と格納容器の除熱・冷却・過圧破損防止対策他

（フィルターベントシステムの設置）
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５．非常用所内電源（代替電源）の確保

＜新規制要求事項＞・・・第五十七条 電気設備
電源喪失を伴う設計基準越え事故が発生した場合、炉心の著しい損傷を防止し、格納容器の破損を

防止し、及び使用済核燃料貯蔵ﾌﾟｰﾙの燃料の損傷を防止し、原子炉停止中に燃料の損傷を防止する
ために必要となる電力を確保する設備を設けなければならない。

＜号機間電力融通＞
①予め敷設した電路により
手動接続

＜代替電源＞

＜代替所内電源設備＞

〈対応策〉
高台にＧＴＧ、若しくは空冷ＤＧを追設し、浸水

対策を施した電源盤経由で必要負荷に給電する

原子
炉圧
力容
器

→

M

原子炉建屋

浸水防止対策

高台建屋

G

電源盤

RHR-P

空冷式DG
or ＧＴＧ

①多様性(冷却方式）、独立性、位置的分散
②直流電源の保持時間以内に給電開始
③可搬式、恒設の両者を設置

可搬式 ：交流電源車+接続口にて
対応

：空冷ＤＧ、ＧＴＧ等
で対応 （右図参照）

恒設

代替所内電気設備（M/C,P/C,MCC等）を設ける
この設備は設計基準対応設備を含め共通要因
で、すべての機能を失うことなく、少なくとも１系
統は機能を維持し、かつ、人が操作をできること

融通電路を設置
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６．直流電源強化対策

SBO発生防止

・外部電源強化
・非常用所内電源系強化

長期SBO発生時の炉状態維持

交流電源が復旧するまでの
減圧、注水、原子炉状態

監視機能の維持

直流電源の責務

交流電源早期復旧

・ 代替電源多様化
・ 給電方法の多様化

（電源車給電口の複数化等）

＜外部電源強化＞

3回線以上の外部電源に接続

非常用所内電源系強化
(浸水防止対策等)

D/G RHR RCW RSW

Ｍ

(炉冷却) (関連補機冷却)

中操照明他

下記を目的とした直流電源設
備の強化実施

＜蓄電池容量＞
1)減圧/注水/炉状態監視機
能維持時間の延長

(指針要求：24時間給電)

2)運転員の負担軽減
(指針要求：8時間運転員

操作不要)

＜可搬型直流電源設備＞
1）交流発電機+直流給電車

の設置
2）給電口の設置

(代替電源多様化)

(直流電源強化)

G

D/G

空冷式ＤＧ or GTG

電源車

（給電口）

炉状態監視 RCIC
(注水)

SRV
(減圧)

高圧電源系

低圧電源系

直流電源系

(関連補機)

・ 原子炉冷却及び関連補機
冷却機能復旧

事 故 収 束

（給電口）
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７．計測制御用電源の強化

＜要求事項＞ ・・・ （７）電気系統：審査ｶﾞｲﾄﾞ
「重要度の特に高い構築物、系統及び機器」に該当する直流負荷又は計測制御負荷は、
多重性及び独立性を有する非常用直流電源母線又は非常用計測制御電源母線に接続
されていること、及びこれらの母線は、非常用所内交流電源設備及び非常用所内直流
電源設備のいずれからも受電できる系統構成の設計であること。

負荷 設計対応方針

直流負荷
蓄電池及び充電器を介し
非常用交流母線より給電

計
測
制
御
負
荷

長期SBO時に必要な負荷 直流電源より給電（同上）

非常用DG起動まで
瞬停が許容できない負荷

無停電電源より給電
(無停電電源装置は、交流/直流両者より受電）
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●炉心注水と格納容器の除熱・冷却・過圧破損防止手段

８．著しい炉心損傷及び格納容器破損防止の対策

①電源喪失時も給水車の接続と格納容器ベントで安定的冷却を確立

②最終的には、電源および補機冷却系を確立し、冷温停止

格納容器

原子炉
圧力容器

圧力
抑制室

注水

RHR

排気筒

電源車

消火系

給水車

Ｈｘフィルタベント
容器

フィルタベント

復水補給水系
DW冷却器

給電

ペデスタル注水

原子炉建屋

大容量電源車

空冷電源
S/P

可搬式バッテリ，窒素ボンベ等

SRV

■多種・多様な設備により、損傷炉心を冷却し、格納容器
内を冷却しつつ、崩壊熱を除去する

車載代替UHSS
（可搬式代替RCWユニット）

D/Wベント

W/Wベント
給電

代替PCVスプレイ
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補足１ 可搬式代替熱交換器設備（車載代替ＵＨＳＳ）

冷却用配管出口側（範囲外）

出口側

入口側

ＲＨＲへ

冷却用配管入口側（範囲外）

可搬式代替熱交換器設備 外観(例)

冷却用配管外観

ＲＨＲより

海水水中ポンプ1台

部はホース接続

海

ﾌﾟﾚｰﾄ式熱交換器

代替RCWポンプ
(淡水)

代替RCW熱交換器
(海水側)入口へ

代替RCW熱交換器(
海水側)出口より

代替RCW熱交換器
(淡水側)入口へ

代替RCW熱交換器
(淡水側)出口より

可搬式代替熱交換器設備 外観写真(例)

ﾌﾟﾚｰﾄ式熱交換機
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■フィルタベント設置による放射性物質の大規模放出・拡散防止対策例

着座

ＰＣＶ

サプレッションチェンバ

ＡＯ

ＡＯ

ＡＯ

ＡＯ

原子炉建屋

フィルタベント建屋

排気

接続配管 × ４

出口配管× ４

別置きMS
容器

ベンチュリノズル

金属フィルタ

ベントフィルタ（４基）

９．１ 放射性物質の大規模放出・拡散防止対策例

19



ベンチュリノズル

金属繊維フィルタ

放射性よう素
除去フィルタ

ガス入口ノズル

ガス出口ノズル

ガス出口ノズル

"This information is technology proprietary to AREVA GmbH"
Copy right@AREVA GmbH

■フィルタベント一体容器設置構成
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１０．交流電源喪失後の格納容器ベントシステム信頼性向上対策例

福島第一原子力発電所の事故を踏まえ，格納容器ベントシステムの更なる信頼性
向上対策例を以下に示す。

Ａ～Ｄの対策は，駆動源喪失後も格納容器ベントシステムの信頼性を向上させることが可能
。

電源の強化
・電源車，GTGを高台に配備し，SA時
でも電源供給が可能。

Ａ ボンベによる操作が可能な設計
・電磁弁が励磁不能であっても遮蔽壁
の外側からの手動操作により，ボン
ベによる空気供給が可能。

Ｂ

人力による開操作
・AO弁：手動ハンドル等による手動
「開」及び「開保持」が可能。

・MO弁：遠隔より手動操作が可能。

Ｃ

AO弁供給空気の強化
・予備ボンベの配備。
・可搬型コンプレッサーの配備

Ｄ

圧力開放板作動圧力の低圧化
・作動圧力を低圧化することに
より，確実に動作させる。

Ｅ

水素爆発防止対策
・排出経路に対してもN2封入及び水素
濃度監視を可能とする。

Ｆ

放射性物質濃度の監視
・放射線モニタにより放出される
放射性物質濃度を監視。

Ｇ

S/P水のｐＨ管理
・プール水の酸性化を抑制することに
より，ヨウ素の再揮発を抑える。

Ｈ

AO

AO

AO

AO

計装用
空気圧縮系

より

排気筒

計装用
空気圧縮系

より

計装用
空気圧縮系

より
計装用

空気圧縮系
より

電磁弁

電磁弁

電磁弁

電磁弁

MO

MO

圧力開放板
（ラプチャーディスク）

大弁

大弁
小弁

小弁

Ｇ

COMP

圧縮空気
ボンベ

Ｈ２Ｅ
RE

原
子
炉
圧
力
容
器

サプレッション・チェンバ
（ウェットウェル：W/W）

MO

遮蔽壁

Ｃ

Ａ

Ｅ

Ｃ

Ｃ

Ｄ

Ｄ

COMP

COMP

COMP

Ｆ

ドライウェル
（D/W）

水素濃度計
放射線モニタ

Ｇ

Ｈ

Ｂ

Ｂ

Ｆ
：従来のＮ２封入箇所

：新たに追加するＮ２封入箇所

：確実にベントを行うための対策

：その他の対策

AO

フィルタ
ベント

放射性物質除去
・フィルタベントにより放射性ヨウ素を
除去し，環境影響を低減する。

Ｉ

Ｉ



13

補足１．駆動源喪失時の対応策例（弁の手動操作）

偏芯無摺動バタフライ弁と膨張黒鉛ラミネートシートの組合せを基本とし、最新の知見を
反映して改良すると共に、これらを組合せ・検証することで、ＦＶ用バタフライ弁適用を検
討している。

開発中のフィルタベント用
バタフライ弁

（試験冶具設置状態）

・２Ｐｄ差圧条件で、以下の方法で確実に動作可能な弁
⇒遠隔手動操作機構（ユニハンドラー）付き電動駆動バタフライ弁

手動操作機構は、重装備状態であっても、比較的容易な操作を可能
・既設ＡＣ系格納容器隔離弁（ｺﾞﾑｼｰﾄ)と同等程度の通常時弁座漏洩性能
・通常運転時の経年・作動に伴う劣化が少なく、劣化に伴う保守が容易な弁
・ＳＡ環境下での劣化が少なく、長時間に渡り、作動性能・シール機能が
維持可能な弁
⇒膨張黒鉛ラミネートシートの採用

【目標機能】

最大入力：50Nm
（長さ：１２ｍ程度、伝達効率：約60%）

遠隔手動操作機構（ユニハンドラー） シール特性(膨張黒鉛ﾗﾐﾈｰﾄｼｰﾄ)

格納容器Heリーク試験判定値合格
（判定値：10－３ Pa・m3/sec）

○γ線照射減量評価・漏洩評価試験
○γ線照射後、ヨウ素浸漬劣化減量
評価・漏洩評価試験

○γ線照射後、海水（人口海水アクア
マリン）浸漬劣化減量評価・漏洩評価
試験


